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【はじめに】

１　利用申込受付・契約締結

・予防支援業務依頼書の提出

・認定情報の開示
・認定情報（写）を居宅へ渡す

　※認定情報は初回時、更新時とも

　　地域包括が居宅へ責任をもって

　　情報提供する。

２，アセスメント

・利用者宅にて訪問・面接する
・利用者基本情報の作成

・課題分析

３　計画書（原案）の作成

計画書原案の確認

４　サービス担当者会議の開催

原則として下記の場合に出席

　　・初回開催時

　　・ケアマネからの依頼に応じて

・利用者及び家族と共に、計画の原
案を作成し地域包括へ提出。
※アセスメントシートの提供は任意
（アセスメントシートの様式は問わ
ない）

・介護予防プランの目標の共通認
識、必要に応じ修正

居宅介護支援事業所へ業務委託した場合の介護予防支援業務の流れ

・地域包括が利用者宅へ訪問し、利
用者との契約締結。原本は地域包
括にて保管。

○以下の業務は事前に地域包括支援センターと居宅介護支援事業者間での業務委託契約締結されていることが必要です。

○使用様式については、国から示された標準様式を使用します。

○介護支援業務にあたっては「地域包括支援センター業務マニュアル」に基づき行います。

【用語について】

・利用者から介護保険証を預か
り、介護予防プラン作成依頼届
出書を市役所へ提出

利用者へ介護予防プランの説明を
し、介護予防プランに同意の署名・
捺印をもらう

・地域包括→地域包括支援センター　　　・居宅→居宅介護支援事業者　　　・介護予防プラン→介護予防サービス・支援計画表

委託居宅介護支援事業者地域包括支援センター

介護予防プランの意見欄に記入・押
印し、居宅に渡す。（意見欄が空欄
で押印のみの場合は「プランに同意
する」を意味する）

サービス担当者会議への出席

・評価期間を設定し、計画原案の決
定

・サービス担当者会議の要点を支
援経過に記載する

介護予防プラン（原案）介護予防プラン（原案）

予防支援業務依頼書

介護保険被保険者証

利用者基本情報

基本チェックリスト

利用者基本情報（写）

　認定情報（写）
　　主治医意見書
　　認定情報
　　特記事項

基本チェックリスト（写）

　契約書

重要事項説明書

　居宅・介護予防サービス計

画作成依頼届出書

支援経過記録

介護予防プラン（原案）
（意見欄記入済み）

介護予防プラン（原案）
（意見欄記入済み）

アセスメントシート
（任意）

アセスメントシート
（写）（任意）

予防支援業務依頼書

　認定情報
　　主治医意見書
　　認定情報
　　特記事項
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委託居宅介護支援事業者地域包括支援センター

５　介護予防プランの交付

６　モニタリング

　①３ヶ月に１回

　②サービス期間終了月

８　給付管理 ７　サービス利用実績の確認、委託料の請求

９　評価

※委託契約による介護予防支援業務の終了時

・設定された目標との関係を踏ま
え、効果の評価を行う。

・利用者及び地域包括に介護予防
プランの写しとサービス利用票及び
サービス利用票別表を交付
＊介護予防プランの原本は居宅に
て保管し、写しを地域包括へ提出
＊サ利用票の利用者確認印は不要

（交付の時期）
　①初回認定時及び更新認定時
　②介護予防プラン見直し時
　　　・６ヶ月ごとの見直し時
　　　・随時見直し時

・担当意見を記入した評価表（写）を
居宅へ戻す

・事業所から事後アセスメントの結果報
告を受けて、利用者宅を訪問・面接。

・居宅から提出された評価表を確認
し、担当者意見を記入。

・居宅から提出された、①サ利用
票、②サ利用利用票（別表）、③委
託料請求書を確認し、介護報酬の
請求を行う

・1ヶ月に1度は事業所等での面談
や電話連絡等により利用者本人に
状態を把握し、支援経過に記載す
る。

・サービス事業所からの状況報告な
ども支援経過に記載

※介護予防サービス・支援計画表、支援経過記録、評価表等関係書式は『各務原市介護保険サービス事業者協議
会居宅介護支援事業部会』ホームページ（http://www.geocities.jp/kakamigahara_keamane/）からダウンロードで
きます。

　　主治医意見書（写）、認定情報（写）、特記事項（写）、介護保険被保険者証（写）、基本チェックリスト、利用者基
本情報、介護予防プラン、支援経過記録、評価表を居宅→地域包括へ提出し、地域包括にて２年間保管します。

・今後の対応方針（計画の終了、継
続、変更）につき、利用者とともに決
定する。

・評価表を作成し、地域包括に提出

・モニタリングは少なくとも次に該当
する場合は利用者宅を訪問し行う

　③利用者の状況に変化が見ら
れ、計画見直しの必要があると予見
されるとき

・サービス提供事業所より提出の
あった実績報告を確認し、利用実績
を記入した①サ利用票、②サ利用
票（別表）、及び③委託料請求書を
原則翌月5日までに地域包括へ提
出する。

評価表（写） 評価表（評価月）

介護予防プラン

①サ利用票
（利用実績記入）

②サ利用票(別表）
（利用実績記入）

③委託料請求書

サ利用票

サ利用票別表

①サ利用票
（利用実績記入）

②サ利用票(別表）
（利用実績記入）

③委託料請求書

介護予防プラン(写）

サ利用票

サ利用票別表

支援経過記録


